
 

本紙で伝えてきたＪＲ総連とＪＲ東海労との内部対立について、ＪＲ総連はＪＲ東
海労の制裁を検討する「統制委員会」の立ち上げを６月の定期大会時に行ったが、そ
の報告・制裁の決定を行うべく、９月 12 日に臨時大会を開催することが分かった。 
“定期大会”から“統制委員会”に機関決定違反の事実関係調査や制裁内容の検討

について諮問された場合、統制委員会は調査・検討を実施し、その内容を“定例”の
定期大会・中央委員会で報告するのが通例だが、わざわざそのためだけに臨時大会を
開催するのは異例だ。こうしたところにＪＲ総連の“ＪＲ東海労、憎し”“ＪＲ東海
労とさっさと決着をつけたい”との考えが透けて見える。 

 

 

 

 
 
 
 
 
ＪＲ総連は８月 23 日、連絡文書を発信して代議員の招集を行ったが、全員が専従

役員ではなく、職場の勤務調整も必要な中、大会当日まで３週間を切っており、極め
て性急に過ぎる印象だ。ＪＲ各社では、勤務シフトの発表は前月 25 日というルール
がある。しかも先月は、８月 25 日が日曜のため、平日の８月 23 日に発表を行う中、
９月 12 日に臨時大会を開催するというのだから、早々に‘片づけたい’といった意
思が強く働いていると見ることができる。ちなみに、機関紙等での周知はしておら
ず、傍聴も呼ばないとのことで、ごく内輪で秘密裡に進めたいという意図も感じる。 
統制委員会がどのような報告を行い、実際に制裁を行うのか、制裁を行うのであれ

ば制裁内容はどのようなものになるのかは現時点で不明だ。ただ、加盟単組がＪＲ総
連と対立し、制裁処分を受けたＪＲ九州労等の過去事例に照らせば、「除名」といっ
た重い制裁が科される可能性は十分にある。 

ＪＲ貨物労組で組合員（北海道５名・東海４名・関西５名）が続々と脱退 
ところで本紙では、ＪＲ総連とＪＲ東海労との一連の内部対立は、一般組合員には

全く関係のない話であり、「組合員不在の運動」の展開に過ぎないと指摘してきた。
しかし、機関紙「ＪＲ貨物労組」第 561 号（2024/8/15 付）には、ＪＲ総連とＪＲ東
海労との内部対立の代理戦争とも言えるＪＲ貨物労組・津崎修関西地方本部委員長と
ＪＲ東海労新幹線関西地方本部との裁判闘争について、各地方本部でも津崎委員長を
支援する取り組みを展開していくことが記載されており、改めて「組合員不在の運
動」が組合員に近い組織である地方本部でも展開されていることが読み取れる。 
こうした闘争は、ＪＲ東海労側に徹底攻撃されている津崎氏本人にとっては心強い

のだろうが、一般組合員とは全く関係がなく、組合員が抱える想いとは全く関係のな
いところで物事が動いていく。 
ＪＲ貨物の将来性や労働条件に悲観して退職する若手社員も少なくない中、そうし

た“組合員不在の運動”の展開が招いた結果なのか、2023 年度中、津崎委員長のお膝
元である関西地本で５名、北海道地本で５名、東海地本で４名と全国的に組合員の脱
退が続いているとＪＲ貨物労組第 40 回定期全国大会で代議員が明らかにしている。 

“組合員不在”の運動を展開する組織を見切り、ＪＲ連合への総結集を！ 
脱退理由については、“組合費の水準”や“ＪＲ貨物労組の組織・運動への不満”

等が挙げられていたと、これも前述の大会内で明らかにされている。コロナ禍以降、
若年層の自己都合退職者が増加基調にあり、特にＪＲ総連の組合員が多いＪＲ北海道
やＪＲ貨物ではその傾向が顕著だ。ここ何年かは、年間の採用数と自己都合退職者数
が同等、または退職者数が上回るという状況で、それが収まる気配もない。そんな
時、組合員の想いに耳を傾けず、よく分からない組織の論理で加盟単組間での対立を
繰り返し、“組合員不在の運動”を展開する様は、多くの組合員が最も嫌う労働組合
の姿だろう。 
こうした組織には１日でも早く見切りを付け、ＪＲ連合加盟の各労働組合へ加入す

ることが得策だ。各々の組合員の勇気ある決断を、私たちはいつでも待っている。 
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ＪＲ総連、9/12 に「第 41 回臨時大会」を開催！ 
ついに“憎きＪＲ東海労”を制裁か…！！ 


